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1. はじめに 

水害統計調査 1)によると，2006 年から 2018 年の一般

資産被害額における内水氾濫被害額は，日本三大都市

圏において全体の 9 割以上を占めている．また，令和元

年東日本台風においては，全国での浸水戸数約 9.4 万

戸のうち内水氾濫による被害が約 3 万戸に及んだ．こ

のように甚大かつ広域な被害をもたらす内水氾濫に対

して効率的な対策を行うためには，内水氾濫の頻発す

る区域（以後，内水氾濫頻発区域とする）の特性を理解

することが重要である． 

内水氾濫浸水区域の発生要因に関する研究は多く行

われている．例えば飯田ら 2)は主に降雨に関連した気象

的要因に関する研究を，佐藤ら 3)は主に標高の違いに関

連した地形的要因に関する研究を，村山ら 4)は都市や人

間活動に関係した都市的要因に関する研究を行ってい

る．村山ら 4)は，都市水害の常襲地において上流部や周

辺部の都市化も氾濫の激化に寄与していることを定性

的に示した．また，中口ら 5)は，東京都 23 区，大阪市，

名古屋市，仙台市，和歌山市の 5 都市において内水氾濫

頻発区域を抽出し，都市規模と内水氾濫発生要因の関

係性を解析した．そこで本研究は，和歌山市において内

水氾濫頻発区域及び発生要因を定量化し，内水氾濫頻

発区域周辺の土地利用変化と都市的要因の影響を評価

することを目的とした． 

 

2．データベース 

本研究において，土地利用の変化を建物専有面積の

変化として解析を行った．土地利用の変化を算出する

ために，株式会社ゼンリンが提供する住宅地図データ

マップ Zmap-TOWNⅡ（以下，Zmap とする）を使用し

た．Zmap は，詳細なデータを書き込んだ住宅地図をデ

ータ化したものである．行政界や水域，地形，鉄道，道

路，建物などのデータ項目が存在する．本研究において

は，1997 年及び 2016 年の建物データを使用した． 

 

3．手法 

3.1 内水氾濫頻発区域及び発生要因の算出 

 内水氾濫頻発区域及び内水氾濫発生要因（地形的，気

象的，都市的要因）の算出は，中口ら 5)と同様に行った．

なお，内水氾濫頻発区域の抽出において，中口ら 5)は期

間中に内水氾濫が 1 度でも発生した年数を用いていた

が，本研究は内水氾濫が発生した回数を用いた．これは，

1 年に複数回起きている年を考慮するためである．また，

調査期間を 1993 年～2017 年の 25 年間とし，25 年間で

3 回以上内水氾濫が発生した区域を内水氾濫頻発区域

として抽出した．また，各内水氾濫頻発区域において，

「後半期間（2006～2017 年）における内水氾濫の発生

回数－前半期間（1993～2005 年）における内水氾濫の

発生回数」を算出し，内水氾濫頻発区域を前半，継続，

後半の 3 つに分類した．都市的要因は，全期間（1993 年

～2017 年）と前半（1993 年～2005 年），後半（2006 年

～2017 年）で算出し，期間内の変化量を求めた． 

3.2 土地利用変化の定量化と相関分析 

本研究においては，土地利用変化を内水氾濫頻発区域

及びその周囲の建物用地の占有面積の変化と定義し解

析を行った．また，内水氾濫頻発区域の集水域を内水氾

濫頻発区域の上流部と定義して，上流部の建物用地の

変化を解析した．なお，内水氾濫頻発区域周辺のどの程

度の面積の土地利用が都市的要因に影響を与えるかが

不明のため，内水氾濫頻発区域を中心に 1，9，25，49，

81，121 セルの土地利用変化を算出した．（以下，Zone 

1~6 とする．）それぞれ一辺 100，300，500，700，900，

1100 m の正方形である．本研究においては，後半に分

類される内水氾濫頻発区域の 1997 年，2016 年の各年に

おける建物用地の占有面積を各セルで算出した．その

後， 1997 年～2016 年の 1 期間における土地利用の変
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化を算出した．その後，算出した土地利用変化の値と都

市的要因の変化量の値の相関分析を行った． 

 

4．結果・考察 

3.1 内水氾濫頻発区域及び発生要因の分布 

和歌山市において 79 地点の内水氾濫頻発区域が抽出

された．また，内水氾濫発生時系列で分類した結果，継

続が 58 地点，後半が 21 地点確認された．内水氾濫頻

発区域の分布を図-1 に，定量化した各発生要因の分布

を図-2 に示す． 

3.2 都市的要因と土地利用変化の影響 

後半に分類された内水氾濫頻発区域 21 区域の周辺及

び上流部の土地利用変化と都市的要因の変化量の結果

を表-1 に示す．なお，上流部のセル数の平均値は 210 セ

ル，中央値は 2 セルである．表-1 より，1997 年～2016

年の期間においては Zone2（内水氾濫頻発区域周辺 9 セ

ル）の結果において 0.412 と最も大きな相関が確認され

た．しかし，有意水準を 0.05 とした場合，土地利用変

化と都市的要因の変化量には有意な水準が認められな

かった．これより，土地利用変化以外にも都市的要因の

変化に対して影響を与える指標が存在する事が推察さ

れた． 
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図-1  抽出された内水氾濫頻発区域 

内水氾濫リスク 地形的要因 

気象的要因 都市的要因 

図-2  和歌山市における各内水氾濫発生要因 

表 -1  土地利用変化と都市的要因の変化量の相関

（n=21） 
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